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はじめに 

途上国農村には貧困層が多く住むので、農村の
労働生産性が上がれば、貧困をなくす重要な手立
てとなる。これは絵空事ではない。貧しい途上国
農村でも、新しい技術や仕組みの導入によってそ
の都度豊かになってきた過去がある。技術進歩が
機械と人間の新たな関係を生む段階にある現在、
過去の経験を俯瞰して技術進歩が途上国農業の今
後に与える影響を展望することが望まれている。
以下では、先行研究に頼りながら過去の新技術普
及の経験を概観し、得られる知見をもとに途上国
農業に与える影響を考察する。 

 
Ⅰ 農村は変わった  

農業や農村が過去数十年間でどのように変化し
たかデータを使って観察しよう 2。図 1は中国・イ

ンド（CI）、その他低所得国（L）、中所得国（M）、
高所得国（H）の人口を農村と都市別に示している。
過去 50 年で低、中所得国ともに人口が増加し、都
市人口の増加率が高いために人口の比重が都市に
移動している。比率でいえば、低中所得国ともに
約 20%ポイントほど農村人口比率が減ったが、中
所得国は 1960 年代当初から減って 90年代に入っ
て速度が落ちている。中国・インドは経済自由化
が軌道に乗り始めた 80 年代と 90 年代に加速的に
減り始め、最近 10 年間はその速度はさらに加速し
たのに対し、その他低所得国は一貫して同じ速度
で減少している。このように、世界全体で農村人
口比率が減りつつあり、その他低所得国では減少
速度が世界平均よりも遅いため、世界の農村人口
におけるウェイトを高めている。つまり、世界の
農村問題といえば、人数の上ではその他低所得国
がより重要になってきている。

 
図 1 人口 

都市 

出所：世界銀行データ（http://databank.worldbank.org/data/home.aspx）を用いて描画。 
農村 
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注：農村人口（SP.RUR.TOTL）、都市人口（SP.URB.TOTL）。各国の所得区分（高中低）は 1987年基準
（http://databank.worldbank.org/data/download/site-content/OGHIST.xls）の一人あたり国民所得で、 
低所得は 480ドル以下、中所得は 481～6000ドル、高所得は 6000ドル以上。 
 

 
図 2 は貧困人口比率を示している。貧困線は各

国ごとに定めているので、相対的な貧困人口比率
と捉えるのが相応しい。ここでは中国・インドの
貧困人口比率の急速な減少に驚かされる。一方で、
中所得国では農村の貧困人口比率がなかなか減ら
ず、その他低所得国では人口の大部分を含む農村

の貧困人口比率が 2000 年代になって急に減少し
て全体の貧困人口比率も減少している。これらか
ら分かるように、都市化とともに農村のウェイト
は下がっているものの、その他低所得国では農村
と全体の貧困比率が密接に連動しているため、農
村を取り残して国全体が豊かになる展望は乏しい。 

 
図 2 貧困者比率

 
year 

出所：図 1と同じ。 
注：全人口貧困者比率（SI.POV.NAHC）、農村貧困者比率（SI.POV.RUHC）。 
 
 
所得上昇の様子を農業労働者一人あたり付加価

値額で見たのが図 3 である。成長率は高所得国、
中国・インド、中所得国、その他低所得国の順とな
っており、その他低所得国の農業の平均労働生産

性が相対的に停滞している。世界の農村で比重を
高めつつあるその他低所得国が農業労働者所得で
世界から取り残されているため、労働生産性上昇
が望まれる。 
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図 3 農業労働者一人あたり付加価値 

 
year 

出所：図 1と同じ。 
注：農業労働者一人あたり付加価値（EA.PRD.AGRI.KD、2010年価格）。図中の各点は各時点での各国の値、実線は回帰

線(Loess)を示す。 
 
経済発展過程の代表的な経済モデルであるルイ

ス・モデルは、農村（農業）から生産性の高い都市
（製造業）への人口移動を経済発展のメカニズム
として示しているが、現在の農村人口比率の低下
は、それとは異なる様相を見せる。同じ所得水準
で比べたとき現在の農村人口比率は産業革命期よ
りも 25%ポイント以上も高く（Jedwab and Vollrath, 
2015）、生産性の低いサービス産業に牽引されて都

市が拡大したり（Fay and Opal, 2000; Gollin et al., 
2016）、図 4のように所得が低い国ほど所得が増え
ないまま都市化する（=図 4では真上に移動する）
傾向が強い（Glaeser, 2014; Rodrik, 2016）3。国全
体が豊かになるには都市と農村の生産性が高まる
必要があるため、農業・農村部門が経済発展の焦
点になることは今も昔も変わらない。

 
図 4都市化と所得 

 

出所：図 1と同じ。 
注：都市人口（SP.URB.TOTL）、購買力平価一人あたり GDP（NY.GDP.PCAP.PP.KD、2011年価格）。図中の線は各国の一

人あたり所得と都市人口比率を示す(1960-2016年)。 



アジア経済研究所『IDEスクエア』  

 

 
4 

Ⅱ 農村を変えたもの 

農業・農村は生産性を高める新技術によって絶
えず変わってきた。その例を幾つか挙げていこう。 

輸送 
  20 世紀初頭のインドでは、植民地政府が軍事
上の理由から輸送インフラ（鉄道）を整備した結
果、輸送費用が減り、地域間の交易量が増えたこ
とが知られている。交易は各地域が得意な財に集
中することを促し、自給自足状態に比べると全体
を豊かにする効果がある。 

Donaldson（2018）は、当時線路が敷設された地
域では、農村部の所得が 15～18%増えたことを当
時のデータを使って実証的に示している。 

新品種（と教育） 
緑の革命では、新品種+肥料+殺虫剤を地域特性

に応じて適切に組み合わせることで単収が著しく
増加した。緑の革命の便益は食糧供給の増加とし
て万人に行き渡ったと考えられるが、組み合わせ
の適切さが問われたこの過程では、生産者の所得
は等しく増えたわけではない。 

Foster and Rosenzweig（1995）によれば、余裕
のある豊かな農民ほど新技術を試行し、試行する
豊かな農民が多い地域ほど経験が速やかに積みあ
げられ、新技術の恩恵をより多く獲得した。新技
術は生産結果を学習をしながら採用されたため、
学歴（=学習能力）の高い人ほどその便益が大きく、
新技術がより普及した地域では教育の収益率を引
き上げてさらなる発展の契機になった。このよう
に、新技術の適合度が地域特性と結びついている
ときには、新技術を地域全体でより効率的に学習
した地域ほど恩恵を多く獲得し、新技術が地域格
差に結びつくことにもなった（ Foster and 
Rosenzweig, 1996）。 

取引関係 
流通業者が生産者に植え付け前に買い取りを約

束する契約農業は、農村でスポット市場が成立し
ていない複数のサービスを束ねて提供する役割
（インターリンケージ）がある。契約で域外の先

進栽培技術や優れた販売網を農家は利用できるほ
か、投入物供与による実質的な運転資本融資機能
や予定買取価格による価格リスクを回避する保険
機能も得られる。契約を提供する業者数が少なけ
れば買い手の交渉力が高まるが、契約農業は農家
所得を高めると報告されている（Wang et al., 2014）。 

金融  
Burgess and Pande（2005）によれば、間接金融

機関が農村部に進出して貧困層向け貸出や預金サ
ービスを提供すると、農村部の貧困人口比率が低
下する。ただし、貸出が所得を引き上げるメカニ
ズムを検討したマイクロファイナンス研究では、
少額貸付が所得を引き上げることは珍しく、引き
上げる場合にも規模は小さいというまとめ
（Banerjee et al., 2015）と、貸出対象を適切に選別
すれば生産性が高まるという事例研究（Beaman et 
al., 2015）があるなど、貸出は選別次第で所得引き
上げ効果が変わるというある意味当然の知見が得
られている。むしろ、金融の機能としては、消費者
向けサービスの所得引き上げ効果が知られるよう
になった。たとえば、モバイルマネー（M-Pesa）
が利用できるようになると、遠くの縁者との相互
扶助や貯蓄が容易になって資産形成が進み、生存
農業から商業などに職の変更が進む（Jack et al., 
2013; Suri and Jack, 2016）。モバイルマネーは決済
機能の利便性ばかりが注目されがちであるが、金
融取引の費用を減らすことで農村貧困層の自助を
促す効果がある。 

情報 
携帯電話での市況情報提供は農産物の地域間価

格差を減らす効果がある（ Jensen, 2007; Aker, 
2010）。輸送インフラの整備状況を変えないままで
も、情報をもとに供給者が価格の高い地域を選ぶ
ことで地域間価格差が平準化され、分断されてい
た地域農産物市場が統合されて効率的な資源配分
を促すことを示している。一方で、携帯電話を通
じた市況情報は農家の作物選択や利潤を変えない
（ Fafchamps and Minten, 2012; Aker and 
Fafchamps, 2015）。よって、情報流通は需要者と供
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給者が平準化された市況に参加できるようになる
ものの、生産行動には影響を与えない。 

セーフティネット 
非農業雇用機会が増えたとき、農業・農村から

就労者が移動しなければ経済は豊かになれない。
移動が円滑かは都市と農村の賃金格差が減ること
で確認できるが、インドでは格差が埋まらないと
指摘されている。その理由は、カーストに基づく
強固な伝統的セーフティネットを失うのを恐れた
成人男性が都市移住を思い留まっているから、と
解釈されている（Munshi and Rosenzweig, 2006, 
2016）。伝統的セーフティネットはどこの国にもあ
るため、政府が公的セーフティネットを整備した
国では、農村人口の都市移動を促す効果があった
と考えられる。 
 
Ⅲ 農村は今後どう変わるか 

今後も農業・農村は技術進歩の性質によって発
展の有様が変わるであろう。今後の技術進歩の方
向として、インダストリー4.0に代表されるような
オートメーション化がある。インダストリー4.0は、
機械が自律的に学習し、その結果をサプライチェ
ーン全体で共有しながら、利潤を増やすように生
産過程を最適化する技術体系のことである。イン
ダストリー4.0 が途上国の産業発展に与える影響
を分析した世界銀行報告書（Hallward-Driemeier 
and Nayyar, 2017）は、慎重、かつ、抑制を効かせ
ながらも、未熟練労働（の安さ）だけを武器に途上
国が製造業を発展させることの難しさを示してい
る。インダストリー4.0 の一部は単純労働とその監
督を機械に代替するため途上国から生産活動を奪
う場面もあるが、途上国の低賃金労働と補完的な
技術も存在しうる（Baldwin, 2016; DeCanio, 2016; 
Kimura, 2017）。 
現在、屋外環境でのロボット駆動の多くは車両

を用いるため、大規模生産に適した地域および作
物に限定されがちである。一般に、ロボットは計
測機能、制御・情報処理・判断機能、骨格・駆動機
能からなる。前 2者は未熟練労働が提供する骨格・

駆動機能を補完するため、端末を使った途上国で
の精密農業も不可能ではない。実際に、農業・環境
分野での IoT の応用は、環境計測と解析（62%）、
制御（25%）、予測（6%）であり 4、計測と情報処
理・判断など、未熟練労働の生産性を高める機能
が主流である（Talavera et al., 2017）。農業でのビッ
グデータ活用は端緒が開かれたばかりだが、クラ
ウド環境が整備されれば、農民に専門的アドバイ
スを現場で個別に提供できるようになる。具体的
には、土壌成分、水質、気温、湿度、日照、風速、
作物育成などのローカル情報と気候などの広域情
報を組み合わせ、さらに作物知識を導入すれば、
クラウド経由で適切な作業を指示でき（Kamilaris 
et al., 2017, p.30）、初等教育水準の識字と算術があ
れば未熟練労働でも土地生産性を高めることが今
後可能になる。緑の革命では施肥や施薬の時期や
量を農民が判断し、農業生産過程を再構成しなく
てはならなかったのに対し、インダストリー4.0で
はそうしたことを機械が全て判断するため、教育
水準の低さは新技術利用の障壁になりにくい。ま
た、インダストリー4.0 を活用すれば、農産物サプ
ライチェーンでの無駄を削り農産物の質を高める
のに役立つであろう。 

 
Ⅳ おわりに 

緑の革命が大農や学歴の高い農家により多くの便
益をもたらしたように、インダストリー4.0も技術特
性と適合的な農家により多くの便益をもたらす。当
分は計測装置やクラウド環境は大規模農家のみが利
用可能なため、経営規模の大きな農家ほど収量が増
えると考えられる。固定費用の多いクラウドは一定
程度の規模の経済性があるため、契約農業のように
生産方法を指定する小農相手の委託が増えるかもし
れない。広域データ提供、サービス供給者とのマッ
チング支援、クラウド整備、小農向けスマート農業
融資、大規模経営体設備の時間貸し制度など、大規
模経営体による地域独占を減らす市場環境を政府が
用意できれば、生産性上昇の便益は小農にも及ぶは
ずである。技術がさらに進んでこうした装置が廉価
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になると、端末を操作する程度の学習能力を持てば、
小農も直接の裨益者になることが期待される。 
インダストリー4.0 が小農の労働生産性を高める

可能性がある一方で、小農の競争力優位を削ぐ原因
になりえることにも注意を喚起したい。ここでいう
競争力優位とは、大規模経営体よりも小規模経営体
の方が、土地生産性が高いという傾向（規模-生産
性の逆関係 inverse scale-productivity relationshipと
いう; Eastwood et al., 2010, p.3350）である。農業経
済学者や開発経済学者の一部は、規模-生産性の逆
関係の一因として、家族労働ほど雇用労働の生産性
は高くないことを挙げている。つまり、大規模経営
体では必要な労働力を家族だけで賄いきれないた
め、生産性のより低い雇用労働に頼らざるを得ず、
農場全体の土地生産性が下がる、という説明である。 
インダストリー4.0では機器が計測・通信をする。

仮に、農業労働者用ウェアラブル端末が開発された
場合、管理者は端末経由で計測される農業労働者の
動作をつぶさに遠隔観察できる。経済学の用語でい
うと、行動に関する情報の非対称性がなくなる、と
いうことである。よって、隠された行動（hidden 
action）に起因するモラル・ハザードは発生しない。
有史以来、農業雇用者を悩ませてきた被用者の怠業
がなくなる。 
このように、逆関係についての研究者たちの理解

が正しければ、雇用労働者の行動を遠隔監視できる
ようになると、小規模経営体の土地生産性優位の一
因がなくなる。特定の動作とその結果に応じた支払
をすれば、大規模農場の雇用労働者も家族労働と同
様に熱心に働くであろう。大規模農場経営にまつわ
る非効率性の一つがなくなるため、小規模農場は競
争力を高めた大規模農場との競争に敗れて退出す
るかもしれない。つまり、インダストリー4.0 が途
上国農業に普及すれば、正しい作業を個別労働者に
指示できるだけでなく、労働者の怠業を防ぐことで
も、大規模経営体が優位性を強める市場構造になる
可能性がある。資本集約度の高い大規模経営体の市
場シェアが高まれば、農業部門での雇用は伸び悩む。
よって、非農業への人口圧力が高まることが予想さ

れる。土地という資産を保有する所有経営者として
の農民が減って、農業労働者としての農民が増える
と、農村および都市の社会に与える影響は少なくな
い。それどころか、端末を操作できるだけの学歴や
訓練を受けた一部の労働者を除き、家族経営の農業
では生計を立てられなくなるかもしれない。このた
め、農村内に新たな格差が発生する可能性がある。
途上国農業でのインダストリー4.0 の普及には、単
なる労働生産性向上を超えて途上国社会を変える
影響が潜んでいる。■ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［注］ 
1. 本稿は伊藤成朗（2018）で割愛した参考文献やデ
ータ出所を示し、議論を拡張したものである。 
2. データの出所である世界銀行では、公開されて
いる最も古い所得区分は1987年のものなので、こ
の基準に沿って各国をグループ分けする。また、湾
岸富裕国、ブルネイ、赤道ギニア、ケイマン、都市
国家は除いている。 
3. その原因の一つとしては、人口移動だけでなく、死
亡率の低い都市部で人口成長率が高いことも原因で
ある（Jedwab et al., 2017）。 
4. 大容量電力を要する制御機能は灌漑目的が60%以
上を占める（Talavera et al., 2017）。 
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